
弁護士会の無戸籍に関する相談窓口 弁護士会の無戸籍に関する相談窓口
弁護士会 電話番号 受付時間

０１１－２８１－２４２８

０１３８－４１－０２３２

０１６６－５１－９５２７

０１５４－４１－３４４４

０１７－７７７－７２８５

０１９－６２３－５００５

０２２－２６３－７５８５

０１８－８９６－５５９９

０５９－２２４－７９５０

０１２０－７８３－９９８

０６－６３６４－１２２７

０７８－３４１－８２２７
（ＦＡＸ　０７８－３４１－１７７９）

０７５－２３１－２３７８

０７４２－８１－３７８４

０７３－４２２－４５８０

・ 鳥取地区：０８５７－２２－３９１２
・ 倉吉地区：０８５８－２４－０５１５
・ 米子地区：０８５９－２３－５７１０

０８５２－２１－３４５０

０８６－２２３－４４０１

０８２－２２５－１６００

０８３－９２２－００８７

０８８－６５２－５７６８

０８７－８２２－３６９３

０８９－９４１－６２７９

０８８－８７２－０３２４

０９２－７５２－１３３１

０９５２－２４－３４１１

０９５－８２４－３９０３

０９６－３２５－０９１３

０９７－５３６－１４５８

０９８５－２２-２４６６

０９９－２２６－３７６５

０９８－８６５－３７３７

０２４－５３３－８０８０

０２９－２２１－３５０１

０２８－６８９－９００１

０２７－２３４－９３２１

０４８－７１０－５６６６

０４３－２２７－８４３１

０３－３５９５－８５８３

０３－３５８１－１８８５

０４５－２１１－７７０３

０２５－２２２－５５３３

０７６－４２１－４８１１

０７７６－２３－５２５５

０５５－２３５－７２０２

０２６－２３２－２１０４

０５８－２６５－００２０

〒100-0013  東京都千代田区霞が関1-1-3  ☎03-3580-9841（代）

平日　9:00～17:00

平日　9:00～17:00

平日　9:00～17:00

平日　9:00～17:00

平日　9:00～17:00

平日　9:00～17:00

平日　9:30～16:30

平日　9:00～17:00

平日　9:00～12:00/13:00～15:00

水曜　15:00～17:00

平日　9:00～18:00

平日　9:00～17:00

平日　9:00～17:00

・ 法律相談センター
  平日　9:00～12:00/13:00～17:00
・ 子どもの権利110番
  金曜　15:00～16:30

平日　9:30～17:00

平日　9:00～12:00/13:00～17:00

平日　9:00～12:00/13:00～17:00

平日　9:00～17:00

9:30～16:00

平日　9:00～17:00

平日　9:30～17:00

平日　9:00～17:00

平日　9:00～12:00/13:00～17:00

平日　9:00～12:00/13:00～17:00

土曜　12:30～15:30

平日　9:00～17:30

平日　10:00～16:00

第３土曜　14:00～16:00

平日　9:00～17:30

平日　9:00～17:00

平日　9:00～12:00/13:00～17:00

平日　9:00～17:00

平日　10:00～17:00

平日　10:00～12:00/13:00～16:00

第４土曜　10:00～12:00

平日　10:00～12:00/13:00～17:00

平日　9:00～17:00

平日　10:00～11:30/13:00～16:00

平日　9:30～17:00

火・木・金曜　15:00～19:00

平日　9:30～12:00/13:00～16:30

平日　9:00～17:00

平日　9:00～17:30

平日　9:00～17:00

平日　9:30～17:00

平日　9:30～16:30

平日　9:30～17:00

悩まないで
ご相談ください

無戸籍で
お困りの方へ

札幌

函館

旭川

釧路

青森県

岩手

仙台

秋田

三重

滋賀

大阪

兵庫県

京都

奈良

和歌山

鳥取県

島根県

岡山

広島

山口県

徳島

香川県

愛媛

高知

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄

福島県

茨城県

栃木県

群馬

埼玉

千葉県

第一東京

第二東京

神奈川県

新潟県

富山県

福井

山梨県

長野県

岐阜県

山形県

東京

金沢

弁護士会 電話番号 受付時間

０２３－６３５－３６４８ 月・火・木・金曜　9:00～17:00
水曜　9:00～18:30

・ 法律相談センター
 平日　8:30～17:00
・ 子どものなやみごと相談
 木曜　12:30～16:30

平日　13:30～16:30/17:00～20:00
土曜　13:00～16:00０３－３５０３－０１１０

・ 法律相談センター：
 ０７６－２２１－０２４２
・ 子どものなやみごと相談：
 ０７６－２２１－０８３１

静岡県

愛知県

平日　9:00～12:00/
　　　13:00～17:00

土曜　9:45～17:15

・ 静岡支部：０５４－２５２－０００８
・ 浜松支部：０５３－４５５－３００９
・ 沼津支部：０５５－９３１－１８４８
電話：０５２－５８６－７８３１
面談：０５２－５６５－６１１０

詳しくは、それぞれの窓口にお問合せください。

2017年3月



弁護士に相談したいのですが、
どこに連絡すればいいのか分かりません。
また、どのくらいお金がかかるのか
分からなくて心配です。
日弁連では、無戸籍の問題の解消に取り組んでい
ます。このリーフレット記載の各弁護士会の相談
窓口にご連絡をいただければ、無戸籍の問題に詳
しい弁護士を紹介することができます。
経済的に余裕のない方は、各弁護士会の提供する
法律相談制度や、日弁連委託援助制度、日本司法
支援センター（法テラス）の民事法律扶助制度を
利用して無料の法律相談を受けることができる場
合があります。また、裁判をする場合にも、法テラ
スの民事法律扶助制度を利用して弁護士に依頼
することができる場合があります。

弁護士に依頼すると、
どのようなことをしてくれるのですか？
弁護士は、あなたから事情を聞いて、とるべき法的
手段や公的サービスについて助言します。裁判を
する場合には、代理人として裁判手続を行います。 

前夫と離婚して間もなく今の夫との子どもが生まれ
ました。子どもの戸籍の父親欄に前夫を記載された
くないため、出生届を出せないままになっていま
す。また、前夫に子どもを産んだことを知られたくあ
りません。
法的な手続をとれば戸籍を作れますか？
離婚から３００日以内に子どもが生まれた場合でも、その子
どもが前夫の子どもでないことが客観的に明らかである
事情があるときには、戸籍上も今の夫の子どもにできる場
合があります。たとえば、前夫とは長期間別居状態であっ
たなどの事情がそれに当たります。また、前夫の関与なく
手続を進めることができる場合もあります。
ただし事案によって異なりますので、まずは弁護士にご相
談ください。

事案によって方法は変わってきますが、たとえば「嫡出推
定規定」が原因の場合、一般的には家庭裁判所に嫡出否
認、親子関係不存在確認、強制認知、就籍許可などを申し
立てることになります。

自分には（子どもには）戸籍がありません。
どのような方法で戸籍を作れるのですか？

子どもが無戸籍でも
学校に通わせることはできますか？
子どもには教育を受ける権利がありますので、学校に通わ
せることは可能です。しかし、住民票がないなどの理由で
教育委員会が子どもの存在を把握していない場合、就学
通知（小・中学校への入学の案内）が送られてこないといっ
た不都合が生じます。お住まいの地域の法務局又は市区
町村に問い合わせてみてください。

近年、無戸籍の方であっても一定の要件のもと、住
民票を作ることができる場合があります。住民票が
あれば、児童手当など各種公的サービスを受けるこ
ともできます。また、住民票がなくとも受けられる公
的サービスもあります。お住まいの地域の法務局又
は市区町村に問い合わせてみてください。

戸籍がなくても、住民票が作れたり、
児童手当等がもらえますか？

一番多いケースとして考えられるのは次の①です
が、②③のほか様々なケースが考えられます。
①民法７７２条の「嫡出推定規定」※によって前夫（離
婚成立前であれば夫）が子の父であると戸籍に記
載されることを避けるために母が出生届を出さな
いケース
②経済的事情・家庭環境などが原因で、出産したこと
を知られないために出生届を出さないケース
③親が「戸籍制度自体に反対」、「夫婦別姓のために
事実婚を選択したが、子どもを非嫡出子と記載す
ることに抵抗がある」といった理由で出生届を出
さないケース

どのような場合に
無戸籍になってしまうのですか？

何らかの理由で出生届が出されなかったため戸籍がないままになっている「無戸籍」の方の数は、法務省の調査によると、
平成２9年2月１０日時点で、全国で702名にのぼるとされています。ただ、実際はもっと多いという声もあります。

Q1.

A1.

Q2.

A2.

Q3.

A3.

Q4.

A4.

Q5.

A5.

Q6.

A6.

Q7.

A7.

※「嫡出推定規定」とは？
婚姻成立の日から200日経過後又は婚姻の解消若しくは取消し
の日から300日以内に生まれた子どもの父親は、母親の夫あるい
は離婚等が成立している場合は前夫と推定されるとする民法
772条の規定のことをいいます。


